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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 3.2％と、潜在成長率を

上回るペースに加速している。年末商戦が好調だった個人消費が 5 年ぶりの高い伸び

となったほか、設備投資も 4 期連続で増加した。 

・1～2 月に発表された経済指標は景気の底堅さを示すものとなった。家計部門では、1

月の雇用者数は前月比 4 万人増と 4 ヶ月連続で増加し、失業率は 9％に低下した。ま

た、12 月の実質個人消費は前月比 0.4％増と 8 ヶ月連続で増加した。一方、1 月の住

宅着工件数は 60 万戸と持ち直し、住宅購入支援策の打ち切りによる反動減は一服した

が、自律的な回復力は弱く低水準の推移が続いている。 

・企業部門では、景況感を示す 1 月のＩＳＭ指数は、製造業で 60.8、非製造業は 59.4

と景気判断の目安となる 50 の水準を上回り、それぞれ 7 年ぶり、5 年ぶりの高水準と

なった。設備投資動向を示す 12 月の資本財出荷（国防と航空機を除くコアベース）は

前月比 2.0％増と 2 ヶ月連続で増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 1 月 27 日に開催したＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）

で、ゼロ金利政策と総額 6,000 億ドルの米国債購入政策の継続を決定した。6 月末を

期限とするこの購入策については、経済指標の改善を背景に、緩和策が追加で実施さ

れる可能性は低下したとの見方が広がっている。もっとも、ＦＲＢは今後の政策運営

について、経済情勢を見極めながら慎重に判断する方針を示している。 
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○住宅市場の改革案 

・ホワイトハウスは 11 日、住宅金融市場の改革案を公表し、住宅金融公社 2 社を段階的に

廃止する方針を示した。 

・改革案への現地メディアの論評はいずれも 3 つの論点を指摘した。まず第一に、党派対

立により成案を得ることが難しい。政府は 2 年で法制化することを求めたが、公社の即

時廃止を主張する共和党と、住宅市場への政府関与の継続を求める民主党の意見の隔た

りは大きい。第二に、政府は両社に 1500 億ドル(約 12 兆円)の資本注入を行い、公的資

金に支えられた両社が住宅ローンを供与する構図が続いており、5～7 年後の廃止に向け

両社の機能を順次縮小していくのは困難である。現在供与される住宅ローンの 9 割に公

社が関与している。第三に、持ち家の取得を支援してきた米国の住宅政策を転換する意

味合いを持つ。両社による住宅ローンの供与、民間住宅ローンの買取り、証券化は、民

間機関の融資リスクを軽減させ、債務者は借入れコストを抑制することができたが、こ

うしたメリットが失われることになる。実際に元利払いを所得控除できる税制上の優遇

措置とあわせてマイホームの取得を促し、金融危機まで値上がり確実な資産であった住

宅の含み益を活用する金融手法が普及したことで、個人消費が活性化した。 

・両社が証券化した住宅ローン担保証券（ＭＢＳ）や社債（政府機関債）は、「暗黙の政府

保証」を持つとされ、米国債と同程度の信用力で国債を上回る利回りが得られるため、

金融市場で強い需要があり、日本や中国が外貨準備の運用先として大量に保有している。 

・31 ページにわたる改革案は、「両社が将来にわたり債務を履行するための十分な資本を

確保するように政府が保証する」と明記しており、「暗黙の保証」を公けに示した。これ

を受けて、中国で外貨準備を管理する国家外貨管理局は、保証が明記されたことは好ま

しく、今後もＭＢＳや政府機関債を購入するとの声明を発表したことは、住宅金融改革

が国内だけでなく国際的にも繊細な問題をはらんでいることを示している。 

・政府は 3 年間でさらに 900 億ドル(約 7.2 兆円)の資本注入を行うとしており、バブル崩

壊の傷の深さを物語る。将来的にも政府関与の縮小は、国際的なマネーフロー（ＭＢＳ、

政府機関債の廃止）や米国社会（持ち家促進策の終了）に与える影響が大きい。 
 

図表．住宅ローン担保証券の主体別発行量 
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  景 気 経 済 指 標 2008 2009 2010 10/2Q 10/3Q 10/4Q 10/9 10/10 10/11 10/12 11/1

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) 0.0 -2.6 2.9 1.7 2.6 3.2 - - - - -

 個人消費（同） -0.3 -1.2 1.8 2.2 2.4 4.4 - - - - -

 住宅投資（同） -24.0 -22.9 -3.0 25.6 -27.3 3.4 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 45.5 46.3 57.3 57.6 55.2 57.9 55.3 56.9 58.2 58.5 60.8

ＩＳＭ非製造業指数 47.3 46.3 54.0 54.3 53.5 55.9 53.9 54.6 56.0 57.1 59.4

景気先行指数(CI） -3.1 0.3 7.8 1.2 0.4 1.8 0.5 0.4 1.1 1.0

企業収益（税引前） -16.4 -0.4 3.0 1.6 - - - - -

　　同　（前年比） 37.0 26.4 - - - - -

個人 実質可処分所得 1.7 0.6 1.4 1.4 0.2 0.4 -0.2 0.2 0.2 0.1

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 57.9 45.2 54.5 58.2 50.9 57.0 48.6 49.9 57.8 63.4 65.6

需 ｺｱ小売売上高 1.9 -0.9 4.3 0.4 1.0 1.6 0.6 0.5 0.7 -0.1 0.5

実質個人消費 -0.3 -1.2 1.8 0.5 0.6 1.1 0.2 0.5 0.2 0.4

自動車販売台数（年率､万台） 1,319 1,040 1,155 1,134 1,156 1,231 1,171 1,221 1,222 1,249 1,258

要 個人貯蓄率 4.1 5.9 5.8 6.2 5.9 5.4 5.7 5.5 5.5 5.3

消費者信用残高 1.5 -4.4 -1.6 -0.8 -0.4 0.7 0.0 0.3 0.1 0.3

設備 ｺｱ資本財出荷 0.7 -16.2 9.1 4.1 2.5 1.7 1.0 -1.0 1.5 2.0

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -4.2 -19.8 16.7 7.0 2.4 2.5 1.8 -3.2 3.3 1.9

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 42.1 51.7 59.4 60.5 52.7 60.5 51.6 59.9 59.6 62.0 67.8

 　　 同    （非製造業） 47.0 48.0 56.8 56.3 55.6 58.8 55.6 56.6 58.5 61.4 64.9

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 90 55 59 60 59 53 60 53 55 52 60

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 48 37 32 34 29 30 32 28 28 33

中古住宅販売（年率､万戸） 489 516 492 557 416 480 453 443 470 528

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -16.7 -12.9 5.0 2.6 1.4 0.2 -0.4

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 12.1 -18.0 21.0 3.4 2.3 5.8 0.4 4.0 0.9 2.6

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 6.6 -13.6 14.7 1.8 2.0 3.0 -0.2 3.2 -0.5 2.1

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 52.3 48.5 57.8 59.7 55.5 57.3 54.5 60.5 57.0 54.5 62.0

供 生産 鉱工業生産 -3.3 -9.3 5.7 1.8 1.5 0.8 0.3 0.0 0.3 1.2 -0.1

設備稼働率(％) 77.9 70.0 74.3 73.9 75.0 75.6 75.2 75.2 75.4 76.2 76.1

給 企業在庫率 1.32 1.36 1.25 1.25 1.27 1.26 1.28 1.27 1.25 1.25

非農業部門生産性 1.0 3.5 3.5 -1.8 2.4 2.6 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 5.8 9.3 9.6 9.6 9.6 9.6 9.6 9.7 9.8 9.4 9.0

雇用者増(非農業)(万人) -360 -506 91 54 -14 8 -3 17 9 12 4

イ 　　同　（製造業）(万人) -90 -139 11 8 0 -4 -1 -1 2 1 5

　　同 （非製造業）(万人) -213 -244 112 28 29 37 12 14 12 15 3

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 7.5 -25.9 22.6 6.3 1.7 0.8 -1.0 -1.1 1.1 3.1

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -3.3 -15.6 14.5 5.3 2.6 -1.1 -1.0 -1.8 0.1 2.0

 国際収支 経常収支(億㌦) -6,689 -3,784 -1,232 -1,272 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -6,988 -3,749 -4,978 -1,327 -1,340 -1,172 -445 -383 -383 -406

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 3.4 2.5 1.2 1.1 1.4 1.4 1.6 1.5 1.2 1.4 1.6

消費者物価（総合、前年比） 3.8 -0.4 1.6 1.8 1.2 1.3 1.1 1.2 1.1 1.5

消費者物価（ｺｱ） 2.3 1.7 1.0 0.2 0.3 0.2 0.0 0.0 0.1 0.1

   同   （前年比） 0.9 0.9 0.7 0.8 0.6 0.8 0.8

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 2.3 1.5 1.3 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0

   同          （前年比） 1.5 1.2 0.8 1.1 0.8 0.8 0.7

単位労働コスト（非農業） 2.2 -1.6 -1.5 4.9 -0.1 -0.6 - - - - -

平均時給 3.8 3.0 2.4 0.5 0.5 0.6 0.1 0.5 0.1 0.0 0.5

   同   （前年比） 2.5 2.3 2.3 2.2 2.5 2.3 2.1 2.3

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 66.5 48.3 68.9 70.8 63.2 71.0 70.5 71.0 69.5 72.5 81.5

 財    政 財政収支(億㌦) -4,548 -14,157 -12,942 -2,870 -2,902 -3,690 -346 -1,404 -1,504 -781 -498

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 7.1 7.9 2.3 2.7 4.6 5.8 6.8 5.6 5.3 4.3 2.8

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,891 4,520 7,862 1,463 2,607 1,799 755 289 851 659

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 1.93 0.16 0.18 0.19 0.19 0.19 0.19 0.19 0.20 0.18 0.17

10年物国債利回り(平均、％) 3.67 3.26 3.21 3.49 2.79 2.86 2.65 2.54 2.76 3.29 3.39

ＮＹダウ指数（平均） 11,253 8,877 10,663 10,571 10,390 11,236 10,598 11,044 11,198 11,465 11,802

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 99.9 105.6 102.0 103.8 102.5 99.4 101.6 98.9 99.2 99.9 98.8

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 103.4 93.6 87.8 92.1 85.7 82.5 84.4 81.8 82.5 83.3 82.6

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.47 1.39 1.33 1.27 1.29 1.36 1.31 1.39 1.37 1.32 1.34

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 99.6 61.8 79.5 78.0 76.2 85.2 75.5 82.0 84.3 89.2 90.2

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 365 246 279 265 270 307 278 295 305 322 331

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 08 09 10 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/Ⅳ 10/9 10/10 10/11 10/12 11/1

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 4.1 1.4 1.2 - - - - -

　(下段：前年比) 0.3 -4.0 1.7 2.0 1.9 2.0 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.8 -3.8 4.5 6.9 2.4 -0.4 1.2 0.2 -0.4 -0.9

総合景況指数（長期平均=100）* 93.4 80.2 100.7 99.1 102.1 105.3 103.2 103.9 105.3 106.6 106.5

消費者信頼感指数＊ -18.1 -24.8 -14.0 -16.7 -12.1 -10.4 -11.0 -10.9 -9.4 -11.0 -11.2

小売数量* 　（上段：指数） 103.1 100.6 101.3 101.3 101.7 101.0 101.5 101.5 101.1 100.5

　（下段：前年比） -0.7 -2.4 0.7 0.6 1.3 0.3 1.4 0.9 0.8 -0.9

新車登録 -7.6 3.4 -8.2 -11.4 -16.9 -11.4 -12.6 -18.9 -9.9 -3.9 -0.8

建設業信頼感指数＊ -13.3 -31.1 -27.3 -27.8 -27.9 -26.1 -26.4 -25.5 -26.3 -26.5 -26.0

域外輸出金額 3.9 -17.9 20.1 22.3 22.8 21.8 22.5 21.1 24.2 20.2

鉱工業景況＊ -9.3 -28.4 -4.7 -6.2 -2.5 2.2 -1.3 0.4 1.2 4.9 6.0

鉱工業生産　（上段：指数） 106.3 90.5 96.9 96.5 97.6 99.2 97.5 98.3 99.7 99.6

　（下段：前年比） -1.8 -14.8 7.1 9.0 7.1 7.7 5.7 7.3 7.7 8.2

失業率(%)* 7.6 9.4 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.1 10.0 10.0

域外輸入金額 8.1 -20.5 21.6 26.8 25.8 24.9 21.0 21.7 28.6 24.3

経常収支（10億euro） -134 -51 -40 -7 -14 -6 -10 -11

貿易収支（10億euro） -33 17 1 -2 4 3 3 5 -2 -1

生産者物価 6.1 -5.1 2.9 3.0 4.0 4.7 4.3 4.4 4.5 5.3

消費者物価 3.3 0.3 1.6 1.5 1.7 2.0 1.8 1.9 1.9 2.2 2.4

消費者物価（コア） 1.8 1.4 1.6 0.9 1.0 1.1 1.0 1.1 1.1 1.1

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 7.5 -0.1 1.7 0.2 1.1 1.7 1.1 1.4 1.6 1.7

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.63 1.23 0.81 0.69 0.87 1.02 0.9 1.0 1.0 1.0 1.0

10年物国債金利(%) 4.36 4.03 3.79 3.85 3.52 3.71 3.5 3.3 3.7 4.1 3.9

株価（DJ Euro Stoxx) 314 234 266 262 260 273 265 271 272 277 283

為替相場（ドル/ユーロ） 1.47 1.39 1.33 1.27 1.29 1.36 1.31 1.39 1.36 1.32 1.34

名目実効相場 6.8 0.4 -6.9 -7.5 -9.8 -8.9 -10.4 -7.8 -8.8 -10.2 -8.2

短期レポ金利（期末値） 2.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】

消
費
・
投
資
・
輸
出

生
産
・
雇
用
・
輸
入

金　融

需
要
サ
イ
ド

供
給
サ
イ
ド

景
　
気

全
般

国際収支

物　価

Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は、財政危機に直面する一部の国で停滞しているが、ドイツなど主要

国を中心に予想外の改善が続いている。2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は前

期比年率 1.2％と 6 期連続プラス成長となったほか、1 月の総合景況指数は 106.5 の高

水準となった。ドイツの 2010 年の成長率は 3.5％と東西統一後の最高を記録した。 

・債務危機に直面する国々は財政再建の展望が開けず、ギリシャ、アイルランドに続き

ポルトガルも金融支援を仰ぐ公算が大きい。ＥＵは 3 月末の首脳会議に向け、包括的

な支援策の策定で合意したが、細部の詰めで意見対立が表面化する懸念があり金融市

場の波乱要因としてくすぶり続けている。 

・ＥＣＢは 2 月の理事会で政策金利を 1％に据え置いた。トリシェ総裁は理事会後の会

見でインフレへの強い警戒感を示したが、物価高は一時的との見方も示したため、1

月理事会後に強まった利上げ観測は後退した。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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08 09 10 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/Ⅳ 10/9 10/10 10/11 10/12 11/1

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 9.2 2.8 1.5 - - - - -

（下段：前年比） 0.7 -4.7 3.5 3.9 3.9 4.0 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.1 -5.7 11.1 14.7 9.0 5.0 7.3 6.0 5.0 4.1

IFO企業景況指数 96.8 87.7 103.5 101.8 106.7 108.9 106.9 107.7 109.3 109.8 110.3

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 93.4 103.4 5.0 1.8 2.4 -0.7 2.8 -0.6 0.0

（除く建設） （下段：前年比） 0.0 -16.4 10.7 14.1 10.5 11.9 8.4 9.0 12.7 14.2

製造業受注* -6.1 -24.2 24.9 29.9 22.2 23.8 18.1 22.8 24.9 23.8

国内* -4.8 -22.0 18.7 24.3 15.1 18.7 16.1 18.9 19.2 18.2

海外* -7.2 -25.9 30.2 34.6 28.3 28.1 20.0 26.0 29.6 28.6

建設* -0.6 -0.1 0.3 4.6 3.9 -1.2 3.9 8.5 6.1 -18.2

建設業信頼感指数* -25 -29 -21 -22 -19 -15 -17 -14 -14 -15 -13

消費者信頼感指数* -8 -25 -3 -8 3 9 5 7 11 10 9

小売売上数量（除く自動車）* -0.2 -2.8 1.2 1.5 2.7 0.3 2.4 1.2 0.2 -0.5

新車登録 -1.8 23.2 -23.4 -33.0 -25.0 -8.2 -17.8 -20.0 -6.2 6.9 16.5

賃金（月給、全産業） 2.9 2.3 2.1 1.0 0.4 1.4 1.0

就業者数* 1.4 -0.1 0.5 0.4 0.8 1.0 - - - - -

失業率(%)* 7.8 8.2 7.7 7.7 7.6 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.4

旧西(%)* 6.4 7.0 6.4 6.6 6.5 6.4 6.5 6.4 6.4 6.4 6.4

旧東(%)* 12.8 12.7 11.7 11.9 11.7 11.7 11.7 11.7 11.7 11.7 11.7

輸出金額* 1.4 -18.3 18.1 22.5 20.5 19.8 21.3 21.4 19.8 18.1

輸入金額* 4.3 -17.5 19.8 25.9 22.8 25.8 16.5 21.3 31.2 24.9

生産者物価（鉱工業） 5.4 -4.2 1.7 1.0 3.6 4.7 3.9 4.3 4.4 5.3

消費者物価 2.6 0.4 1.1 1.0 1.2 1.5 1.3 1.3 1.5 1.7 2.0

10年物国債金利（%) 3.99 3.26 2.77 2.82 2.45 2.61 2.33 2.37 2.55 2.90 3.04

DAX株価指数 6,204 5,023 6,196 6,090 6,133 6,732 6,215 6,436 6,744 6,991 7,040

08 09 10 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/Ⅳ 10/9 10/10 10/11 10/12 11/1

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 2.4 1.0 1.4 - - - - -

（下段：前年比） 0.1 -2.5 1.5 1.6 1.7 1.5 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.5 -0.6 1.1 2.9 -1.6 -3.9 -2.8 -3.5 -4.0 -4.2

INSEE企業生産見通しDI*(%) -31 -39 2 0 1 9 3 8 8 10 10

鉱工業生産* （上段：指数） 99.4 87.1 92.2 92.0 92.5 93.3 92.6 91.8 93.9 94.2

（除く建設） （下段：前年比） -2.7 -12.4 5.9 7.5 5.1 5.8 5.6 4.4 6.0 7.0

建設業信頼感指数* 0 -35 -29 -32 -30 -23 -30 -26 -23 -21 -18

消費者信頼感指数* -22 -28 -19 -21 -19 -17 -18 -17 -17 -18 -19

小売売上数量* （上段：指数） 108.2 108.0 111.4 113.4 113.6 113.3 114.3

（下段：前年比） 1.3 -0.2 3.2 5.1 5.1 3.6 5.2

新車登録 -0.7 12.3 -2.3 -3.7 -10.4 -9.8 -8.2 -18.5 -10.8 -0.7 8.2

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 0.8 1.0 0.4 1.5 0.5 1.1 -0.4 1.5 0.4

輸出金額* 2.6 -17.3 12.3 12.6 14.2 14.7 13.0 11.7 19.3 13.0

輸入金額* 5.1 -17.7 12.8 13.7 18.8 12.6 17.2 8.2 14.6 14.9

生産者物価（鉱工業中間財） 5.6 -6.4 3.4 3.9 3.9 4.7 4.3 4.2 4.5 5.4

消費者物価 2.8 0.1 1.5 1.6 1.5 1.7 1.6 1.6 1.6 1.8

10年物国債金利(%) 4.19 3.62 3.10 3.18 2.78 3.01 2.67 2.71 2.98 3.33 3.43

CAC40株価指数 4,340 3,345 3,750 3,702 3,627 3,823 3,724 3,799 3,818 3,849 3,961

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 07 08 09 10/Ⅱ 10/Ⅲ 10/Ⅳ 10/9 10/10 10/11 10/12 11/1

実質ＧＤＰ*(上段：前期比) 4.6 2.9 -2.0 - - - - -

(下段：前年比) -0.1 -4.9 1.4 1.6 2.7 1.7 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -35 -28 12 24 10 2 - - - - -

OECD景気先行指数 -7.0 -3.2 2.1 4.6 -0.2 -3.3 -1.6 -2.7 -3.3 -3.8

企業収益（税引き前） 7.7 -7.4 -3.1 2.1 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -19.4 -18.4 -11.6 -8.9 -15.7 -17.5 -16.7 -16.1 -18.4 -18.0 -20.8

小売売上＊ 1.7 1.0 0.5 0.8 0.7 0.5 0.2 0.3 0.9 0.0

新車登録 -11.3 -6.4 1.8 11.8 -11.1 -17.3 -9.0 -22.2 -11.5 -18.0 -11.5

新規建設工事受注＊ -18.6 -13.8

輸出 * 14.1 -9.7 16.9 21.2 17.4 17.0 15.3 14.6 19.9 16.4

CBI輸出受注評価 -15 -45 -11 -5 -6 -8 -5 -21 -7 4 0

製造業生産＊ -2.9 -10.7 3.6 3.1 4.8 5.0 4.6 5.3 5.1 4.4

CBI能力以下操業割合 57 73 63 62 60 64 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 16 21 8 10 3 8 4 8 6 9 7

就業者数＊ 0.2 -2.2 -1.0 -0.6 - - - - -

失業率(%)* 2.8 4.7 4.6 4.6 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5

輸入 輸入 * 11.1 -10.2 17.2 18.9 21.0 18.5 16.3 15.4 20.5 19.6

経常収支（10億£） -24 -24 -5 -10 - - - - -

貿易収支（10億£）* -93 -82 -97 -23 -26 -26 -9 -8 -8 -9

製造業生産者物価 6.7 1.6 4.2 4.8 4.1 4.1 3.8 4.0 4.1 4.1 4.8

消費者物価 3.6 2.1 3.3 3.4 3.1 3.4 3.0 3.1 3.2 3.7 4.0

ハリファクス住宅価格指数 -8.6 -9.9 3.0 6.3 2.8 -1.6 -0.8 -1.6 -2.4 -2.5 -2.2

平均実収 3.5 1.3 1.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 15.7 5.4 5.5 11.3 8.7 5.5 8.7 6.0 5.9 5.5

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.49 1.23 0.74 0.71 0.80 0.80 0.80 0.80 0.80 0.80 0.80

10年物国債金利(%) 4.48 3.66 3.58 3.69 3.25 3.34 3.12 3.07 3.31 3.61 3.71

株価（FT100) 5366 4569 5472 5368 5316 5770 5515 5687 5734 5881 5968

為替相場（ドル/£） 1.85 1.57 1.55 1.49 1.55 1.57 1.56 1.59 1.60 1.56 1.58

実効相場(前年比） -12.1 -11.6 -0.1 -1.5 -1.3 0.0 -0.1 -0.1 -0.2 0.1 -0.2

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【英国の主要経済指標】
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２．英国 

・英国の 2010 年 10～12 月期の実質ＧＤＰ成長率は、大雪の影響などのため前期比年率

－2.0％と足踏みしたが、景気の全般的な改善は続いている。 

・一方、1 月の消費者物価上昇率は前年比 4％と、ＢＯＥ（イングランド銀行）の物価目

標水準である 2％の倍の水準まで上昇しインフレ懸念が強まった。 

・ＢＯＥは 2 月の金融政策委員会で、政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り枠を

2,000 億ポンドに据え置いた。一方、金融政策の四半期報告では、物価見通しを引上

げた。インフレ懸念を背景に、英国は今年年央にも利上げに踏み切るとの見方が広が

っている。 
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